
地域経済のイン′ヾクト分析1）  

一乗数効果紅ついて一  

井 原 健 堆  

Ⅰ…乗数分析。甘．投入・産出モデルの検討。ⅠⅠⅠ…ハーシュの方法0  
ⅠⅤい アイザード・キコ・－ンの方法。  

Ⅰ  

経済学者ほ，これまで，ある投資の変化が，雇用患や所得や産出に対して一  

体いかなる総効果を誘発するかという問題に・ついて，関心を抱き続けてきた。  

その際，もっとも有効だと考えられる分析手法の一つに「乗数」（Multiplier）  

という概念があり，これほR．F．カーッの先駆的な業績をもとに・して，J・M・  

ケインズに．よってさらに発展させられたものである。   

ケインズほ，「雇札利子および貨幣の－・般理論」のなかで次のように・述べ  

ている。2）  

●● 『一足の環境のもとに．おいては，乗数（Multiplier）と呼ばるべき一定の比  
率を，所得と投資との間，ならびに，若干の単純化を侯って，仝雇用患と投資  

●●●●●  

に直接使用される雇用恩（これをわれわれは第一次雇用と呼ぶことにする）と  

の間に，確立するこ．とができるからである。・・‥ 

乗数の概念はR．F．カL－ン戌の論文「国内投資の失業に対する関係」（「ェコ  

ノミ．ック・ジャーナル．」1931年6月号）によってはじめて経済理論のなかへ導  

入された。この論文における彼の議論は，もしさまざまな仮想的な状況のもと  

1）本稿ほ，1971年11月15ET，ぺソソルベニア大学のRegionalScience621（Dr”Stevens  

担当）に．於いて発表した草稿の一部をまとめたものである。とくに，本報の編集委員で   
あられる土田哲也助教授の励ましと協力がなければ，こ・のような形でまとめることは，  
到底できなかったであろうと思われる。心より，謝意を表明する次第である。  
2）J．M．Keynes，“The GeneralTheoryofEmployment，Interestand Money，”  

chapterlOpp‖113－115より引用。訳文は，塩野谷九十九，「雇用・利子および貨幣の   
一・般理論」，128貢。   
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に．おける消費性向を（他の若干の条件とともに）与えられたものとし，、貨幣当  

局またほ他の公共当局が投資を刺激しあるいは阻止する手段を採ると考えるな  

らば，雇用盈の変化は投資塁の純変化の函数となるであろうという基本観念に 

依存してV、た。そしてそれは純投資の増分とそれに結びついて生ずるであろう  

総雇用の増分との間の現実の数鼠的関係を推定するための－・般的原理を確定す  

ることを目標とするものであった。』   

ケインズは，以上のように．カーンの業績を評価したあとで，彼独自の乗数概  

念（すなわち，投資乗数）を次のよう説明している。3）  

『社会の実質所得が増減するときにほ．，その消費も増減するであろうけれど  

も，後者は前者はど速かにほ増減しないであろうというわれわれの正常心理法  

則は，△C紺と△y加とは同じ符号をもつけれども△y紺＞△C紗であるという命  

題に－－もちろん，絶対的な正確さをもって－ではないが，しかし明白な，そし  

て形式上は完全な形で容易に・叙述することのできる諸制約のもと虹鱒翻訳す  

ることができる。この場合C紗は賃金単位をもって測られた消費である。これ  

はすでに確立した命題の繰返しに過ぎない。そこで，われわれはdQ〝／dyわを  

限界消費性向と定義しよう。   

この盈はきわめて重要なものである。なぜならば，それは産出物の次の増分  

が消費と投資とに・如何に・分割されなければならないかをわれわれに語るからで  

ある。けだし，△G〝と△′打とがそれぞれ消費および投資の増分であるとすれ  

ば，△y紺＝△C紺＋△血となるからである0したがって・，1一意が限界消費性  

向に等しいとすればこわれわれは△y抑＝ゑ△′紗と書くことができる。  
●●●●   

そこでわれわれはkを投資乗数（investmentmultiplier）と呼ぶことに．しよ  

う。それはわれわれに・，総投資が増加した場合にほ，所得ほ投資の増分の烏倍  

の大きさだけ増加するであろうというこ．とを語る。』   

いうまでもなくケインズは，総括的な集計概念を駆使して彼の理論を犀関し  

ているめで，彼の「所得乗数」ならび転丁雇用乗数」の概念もまたさわめて高  

く集計されたものとなっている。我々がこ．の論文でとりあげる乗数概念ほ，そ   

3’）ケイシズによれば，カ一ソの用いた乗数は，「雇用乗数」（employmentmultiplie王）   

とよぶべきものそ，ケインズのし1う「投蟹乗数」（iuvestmentmultiplier）とは，必ず   
しも等しいものではない。Ibid，P115参照。訳文は129－130貢。   
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のように簡単化された，言い換えるならば，高度に集計化された乗数概念では  

ない。むしろ，ここ．での分析の対象は，産業部門間の諸関係ばかりでなく，さ  

らに地域的な諸関係をも明示的に考慮するという意味で，やや復姓な，一層込  

み入った乗数概念なのである。   

明らかに，集計化された乗数概念，それ自体，の有効性を否定することほ．でき  

ないし，むしろそれは，経済政策の分野に．おいて＼重要な役割をいまなお担って  

いる。一例をあげれば，1964年の“Revenue Act”の判定の際，減税の規模を  

決定するのに．当たり，この乗数概念が用いられている。4）   

しかしながら，いまもし我々が全般的なイン㌧ぺクトばかりでなく，さらに．進  

んでその詳細についての情報を得たいと望むとき，－・体いかなる方法でその欲  

求に答えるこ．とができるであろうか。一例をあげよう。いまもし，経済活動に 

刺戟を与える手段として，公共事業軋対する大幅な投資の決定がなされたと想  

定しよう。まず，それによる直接的なインパクトは，建設部門に．与えられるで  

あろう。しかし，それ紅よって促進された建設活動から，さらに分岐派生して  

くる経済効果ほ，一体いかにしてこ促えられるであろうか。5）もっとも直接的な  

影響を受ける産業部門について，そのインパクトを計測するのは，比較的容易  

になされよう。しかし，さらに一歩進めて，もし我々が経済諸活動の相茸依存  

関係を認めるとき，連接的な影響を受けた産業部門に対するインパクトだけを  

捉えて，それがそのイン㌧ぺクト紅よる総効果であると判断するのは，明らかに．誤  

りであろう。我々が本稿で明らかに．しようとする主題ほ，まさにこの点に．ある。   

やや立ち入った分析を試みるまえに，「乗数」という概念のもつ意味につい  

て，もっと明確な説明を与えておくのが有益であろう。その理由は，高度に集  

計化された概念であれ，またそれを一層細分化した概念であれ，「乗数」それ自  

体のもつ基本的な考え方に関する限り，そこに何らの変更も生じさせないから  

4）William HMiernyk，“The Elements ofInput・OutputAn？lysis，”P42「減  

税は政府収入を増加させる」というパラドックスも，乗数概念に．よって容易に説明され   

うる。  
5）Albert OHirschmanの提起した「後方連関効果」（backwardlinkageeffects）   
および「前方連関効果」（torwar’dlinkage effects）は，この点について含蓄の多い内   

容なふくんでいる。A。0HiISChman，“The strategy of Economic Development〃  

，ppノ100－104参照。   
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である。   

説明の順序として，まず「乗数」の一・般的な定義を，次のように与えておこ  

う。  

〔定義〕 乗数とは，ある変数の変化が，それに．よって誘発される他の変数の   

変化を把えるために．，当初の変化量に倒して乗せられるぺき係数である0   

かくて，「乗数」という用語それ自体は，ある変数の変化が他の変数の変化  

によってどの程度のものになるかを我々に示す具体的な係数に他ならない。そ  

こで，いまうえで与・えたケインズの説明紅立／ち返り，我々の定義を次のよう  

な仮設例6）に．通用すれば，乗数概念のもつ意味が一層明らかになるであろ  

う。   

いま，ある人が未利用資源を用いて1，000ドルする車庫を建築するものと想  

定しよう。そのとき，まず最初に予想されるインパクトとして，その仕事に従  

事する大工や木材生産者が，1，000ドル相当の追加所得を得るというこ・とが指  

摘されよう。しかし，そのインパクトは，それだけに・ほとどまらない。いま，  

もし彼等の限界消費性向（すなわち，追加所得のうち，消費に向けられる比率）  

がすべて2／3であると想定すれば，彼等は666．67ドルを賛して新しく消費財を  

購入するであろう。この新しく派生した消費財購入の需要は，その実現に・よっ  

て，消費財を提供した人々に，それと同額の所得を与え．るこ・とになる。さら  

に，もしその消費財を提供した人々の限界消費性向がまた同じく2／3であると  

想定すれば，彼等もまた666．67ドルの追加所得のうち，その2／3，すなわち444・44  

ドル（同じことであるが，1，000ドルの2／3の2／3）を消費財の購入にふり向け  

るであろう。かくて，「ある期の消費支出は，その前期の所得の2／3である」と  

いうこの過程が，際限なく進行していくことになる。   

要するに．，当初の1，000ドルという投資支出が，無限の副次的消費支出の連  

鎖を誘発するということである。ただし，それが無限の連鎖反応を誘発すると  

はいえ，幸いなことに，それは収束傾向のある連鎖反応なのである。7）したが  

って，我々ほ．，かかる派及の総効果を，次のようにして求めることができる。  

6）この仮設例は，サミュエルソンに負っている。PaulAh Samuelson“Economics”  
（8th edition）pp215－・217 

7）限界消費性向が1よりも小であるという，いわゆる「正常な心理法則」の仮定にも   

とづいている。   
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図1 追加所得の形成過程  

1 

7  

：≡≡…≡三臨プ正プ五ノ豆フ  
〔所得創出j l，000ドル 666日67ドル  4朗＝44ドル  296り30ドル 197山53ドル 

所得創出総額＝1，0∽ドル＋666石67ドル＋4購い掴ドル＋296‖30ドル＋197狼ドル＋ 

＝1，0∽ドル＋（％）1，000ドル＋（％）21，000ドル＋（％）Bl，0∽ドル＋  

（％）41，000ドル＋…り・  

＝（☆）×1，00…レ  
ニ3×1，000ドル＝3，000ドル   

いま，所得創出総額を△y，限界消費性向を几4PCで表わすならば，以上の関  

係ほ，次のようにまとめられる。  

1 △y＝－二不△′  i椚  

1 上式右辺の第1項（すなわち，”1二初動㌃）は，「投資乗数」（investment  

multiplier）とよばれ，第2項（すなわち，△（）ほ，「被乗数」（mu．1tiplicand）  

とよばれるものである。ここ／で注意を要することほ，乗数の規模が限界消費性  

向（几貯C）の大きさ紅倣存するという関係である。これを，我々の用いた例k 

即していえば，次のようになる。そこでは，限界消費性向を－・律に2／3と想定  

したので，そのときの乗数効果ほ3倍として求められた。8）いま，もし限界消  

費性向を3／4と想定すれば，それに対応する乗数値は4となり，また前者を1／2  

と想定すれば，後者ほ2となる。これほ，いうまでもなく，ここでの投資乗数  

が（1一限界消費性向）の逆数となっ 

れば，「追加的な消費支出が大きくなればなるほど，乗数効果もまたそれに応   

8）これほ，当初の投資支出に伴なう所得創出効果の“1”，プラス追加的な消費支出紅   

伴なう所得創出効果の“2”として考えるこ．ともできる。  

9）（1－限界消艶凹向）は，定義により，また限堺脛儲昭向どもよばれる。   
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じて大きくなる」ということである。以上の単純な仮設例によっても，乗数概  

念のもつ意味がかなり明らかになったことと思う。   

さて，現実の経済に．目を向けてみよう。そ・こにほ，複雑多岐な諸要因が相互  

に絡み合っており，しかも絶えず流動的で著しい変貌を遂げつつあるよう転思  

われる。そのなかで，ひとつの注目すべき現象に視点を定めてみよう。従来後  

進地域と思われでいたある地域に，いわゆる基礎産業といわれる新規産業の立  

地がきまったとする。このインパクトは，当該地域ばかりでなく，それを取り  

巻くその周辺地域に対しても，著しい構造変化を誘発する。この現象は，新規  

産業の立地に．随伴する「集積効果」（agglomeration effect）としてよく知られ  

ている現象である。10）それでは，かかる現象が示唆する集積効果を，いかにし  

て正しく，かつ事前に，予測しうるであろうか。これが，我々の究明すべき研  

究課題のひとつである。もとよりそれが至難であることほ言うまでもない。し  

かしそれが至難であればある程，我々ほ，ありとあらゆる手法を吟味・検討し  

て，その対象に．せまる努力を傾注すべきであろう。ここで我々が，乗数概念を  

用いて，その分析上の有効性を吟味しようと試みるのもそれに対する努力の具  

体化として理解されるペきであろう。   

乗数分析ほ，地域開発討画にとってとくに有効な分析手法と思われる。なぜ  

なら，それは，一部門の成長が他部門の成長をいかに誘発するかを実にてぎわ  

良く簡潔に示すからである。しかし，地域経済の場における乗数分析は，通常  

多変壷を包摂する必要がある。そして多変晶を包供するべく構築された乗数概  

念ほ，その概念自体の意味づけばかりでなくそれがもたらす直接的帰結の有効  

性に．ついて十分な吟味を必要とする。11）我々は，次節において「投入産出モデ  

ル」をとりあげ，そ・の基盤をなす前提条件について十分な吟味を試みる。なぜ  

なら，有効な数鼠的帰結をもたらす最も包括的な地域乗数に．よる分析自体が，  

投入・産出分折の手法と密接な関係を保っていると考えられるからである。   

10）Isard－kuenneの研究，“TheImpactofsteelupontheGreaterNewYork・Philade  

lphiaIndustrialRegion”，The Review of Economicsand statistics，Vol35．1953）   

は，この現象を積極的に分析したものである。これに．ついては，以下のⅣで言及する。   
なお，“agglomeration effects”についてほ．，たとえば，WalterIsard，＝Methods of   

RegionalAnalysis”pp 349p357参照。  

11）Isard，‘Methods of RegionalAnalysis”，p189，pp194M205参照。   
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ⅠI  

「投入・産出モデル」12）は，1931年にレオンチェフが独力でアメリカ合衆国  

め投入・産出表の作成紅着手して．以来，今日では近代経済学の分野に．おける中  

心的な主題の1つとして数えられるに至っている。13）それでは，何故に．，この  

アメリカ経済に関する投入・産出分析が，その後多くの経済学老及び政府機関  

の注目を集めたのであろうか。その壇接的な契機の1つとして，第2次世界大  

戦直後のアメリカ経済の予測で大きな成功をおさめた点が指摘できよう。14）か  

かる意味から判断して，少なくとも初期の段階における投入・産出分析の主要  

な目的は，経済構造を正しく予測するということであった。   

しかしながら，この投入・産出モデルにもとづく各種の研究自的も，少しず  

つではあるが，変化してきたように・思われる。W．H．ミルニクは，過去3回閃  

かれた投入・産出分析に関する国際会議151の主旨に．関連して，次のように述べ  

ている。1う）  

12）別名「産業連関分析」ともよばれる。  
13）vオンチ・＝．フは，その研究成果を，まず“The Review ofEconomicsandstatistics” 

誌上に．発表した。さら把，1941年以降レオンチ守フの研究は，労働統計局紅．よって援助   
され，1951年に．，“The structuIe Of American Economy1919－・1939”，とし｛：出版され   

た。これが，その後の投入・産出分析の起点となった。  

14）籍2次大戦の終了も時間の問題と魂なされていた1944年，戦時生産局の討画部で行   

なわれた戦後の経済予測（戦後雇用の変動予測）に．際して，もっとも高い的中率を示し   

た予測が，この投入・産出分折を用いたレオ■ンチェフ・グループによって成されたもの   

であった。また，投入・産出分析が，従来の国民所得分析に．よって果しえなかった各産   

業部門間の連関関係を明らかにできるという点も，指摘されよう。森嶋通夫，「産業連関   
論入門」；Jerome CoInfield，W．Duane Evans，and Marvin Hoffenberg，“Full   
EmploymentPatterns，1950”（U。S。DepartmentofLabor．BureanofLaborStatistics，   
SeI・ialNo．1868，1947）参照。  
15）第1回国際会議は，1951年オランダのDriebergenで開催され，弟2回および舞3   
回国際会議は，1954年イタリアのVaIetlna，1961年スイスのGenevaでそれぞれ開催   

された。その研究成果紅ついてほ，TheNetherlandsEconomicInstitute，”‘Input－Output   

Relations”，TiborBaIna（ed‖），“TheStructuralInterdependenceoftheEconomy”，   
Tibor Barna（ed），“StructuralInterdependence and Economic Development”，   
にそれぞれ収められている。  
16）W什、Miernyk，“The Elements ofInput・Output Analysis”，P．80参照。   
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『第1回目の国際会議でほ，もっぱら投入・産出体系の経験的遂行に・議論が  

集中した。第2回目の会議では，統討・推計的な手続問題に主要な力点がおかれ  

た。第3回目の会議での中心的な主題は，予測ならび紅開発計画紅対する投入  

・産出分析の適用であった。それゆえ，過去3回の国際会議を含む10年間に，  

投入・産出体系を構成するという問題から，これらの体系を種々の経済問題に  

適用するという方向へ，研究の力点が移行してきたことが明らかである。』   

要するに，投入・産出分析の研究に係わる力点の歴史的趨勢は，投入・産出  

表をいかに．して構成するかという基礎・推計的問題から，それを各種経済問題  

へいかに適用するかという方向への暫次的移行として特徴づけられよう。かか  

る趨勢を踏まえて，我々が投入・産出モデルをある特定の問題（たとえば，イ  

ンパクト分析）に適用しようとするとき，なによりもまず，その投入・産出モ  

デルの基本的前提条件について，十分な検討を試みておく必要がある。   

投入・産出分析ほ，これまで多くの批判を受けてきたし，また今後も受ける  

であろう。しかし，そのこと自体ほ．，決して異常なことではない。事実，その  

状況が逆であったとしたら，おそらく我々は，もっと不幸であったと思われ  

る。なぜなら，いかなる知識といえども，その進歩ほつねに．建設的に．かつ科学  

的な批判によって促進され，達成されるからである。このこ．とほ，投入・産出  

分析にのみ限られず自然科学であれ，社会科学であれ，いかなる科学的な努力  

に対してもつねに妥当する真実なものといえるのでほないだろうか。   

さて，かかる意味をふまえてち 我々ほ投入・産出モデルの基礎紅ある仮定に．  

ついて検討してみよう。ここでは，なぜにそれらの仮定が投入・産出モデルの  

なかへ明示的に導入されたのかという観点から，検討を試みることにする。   

現実の経済構造をいかにとらえ．るかという点について－，レオンチェフほ，そ  

れを次のようにみる。17）現実の世界は，相互依存という山・般的なモデルによっ  

て特徴づけられた産業諸関係の「渦巻き」（whiI－1pooIs）として認識されねばな  

らないであろう。たとえば，石炭の生産には鉄が必要とせられるが，鉄の生産  

にほ，石炭が必要とされる。かくて我々ほ，生産段階において，石炭産菜が先  

行過程にあるか，鉄産業が先行過程濫あるかを明確に主張することはできない  

17）この点の説明については，Dorfman，SamuelsonandSolow，“LinearProgramming   
and Economic Analysis”，Chapter9紅負う。   
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と考えるのである。かかる意味において，レオンチェフは，カ■－ストリア学派の  

人々が主張する－、方通行的な（one－directionalhierarchy ofindustries）生産  

段階説を理論の出発点紅おくことを否定する。ちなみに，現実の経済構造を逐  

次決定型（Recurrsivemodel）のモデルとしてとらえるか，適宜方程式  

（Simultanea定去model）のモデルとしてとらえるかは，計量経済学の分野に・お  

ける基本問題であり，今後も追究されるべき大きな課題の1つである。18）   

そこで，いま我々がレオンチ土フの認識をひとまず現実妥当なものとして受  

け入れるならば，産業部門相茸の関係ばかりでなく，さらに地域間相互の関係  

をも把握しうる分析方式の母体として－，いわゆる「投入・産出表」が作成され  

るこ．とに．なる。さらに．付言すれば，より包括的な乗数概念がそこから誕生しう  

るこ．とになる。言い換えれば，波及過程（round－by－rOund process）の分析が  

それに．よって町絶となるのである。   

いわゆる「投入・産出分析」とは，通常次の3つの基本表から成り立ってい  

る。  

（i）取引行列表19）（transactionmatrix table）  

（ii）投入係数表（input coefficient matrixtable） 

（iii）逆行列表（inverse matrix table）  

そのなかでも，最初の「取引行列表」がとくに．重要である。なぜなら，そこ紅  

記入された各数値を，縦列紅沿ってみることにより，それが列部門（column  

sector）の投入（input）と解釈されるばかりでなく横行に沿ってみること軋よ  

り，その同じ数値が行部門（row sector）の産出とも解釈されるからである。  

それゆえ，この複式簿記的な記入上の特徴を利用して，我々は，その表に含ま  

れる各産業部門間の連関関係をかなりの程度まで明らかにすることができるよ  

うになる。20）  

18）いわゆる“aggregation’ の問題と密接不可分の関係に，ある。  

19）「産業連関表」または，「投入・産出表」ともよはれる。以下の議論では，必ずしも   

産業部門間の取引関係のみに限定しないので，ここでは敢えてこれを「取引行列表」と   

よぶこと乾する。  
20）たとえば，H．Yamada＆T．Ihara，“AnInterindustrialAnalysisoftheTrans－   
portation Sector，”（The Kyoto University Economic Review，1969）の前半は，取引   

行列真の読みとりを中心とした運輸関係部門の位置づけを実証的に試みたものである。   
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いま，ある経済を2つの内生部門と1つの外生部門に分類した簡単な場合に  

ついて，その部門間の取引行列表を作成すれば，次のように．なる。  

表1 取 引 行 列 表   

ただし，芳（才＝1，2）ほ，欝オ部門紅よって生産された総産出品；  

ガiメ（才，ノ＝1，2）は，算．グ部門によって購入された第よ部門産品の購入恩；   

都（去■＝1，2）ほ，算オ部門産品の最終需要屋；   

仇プ（．タ＝1，2）は，第ノ部門における付加価値；   

佑ほ経済全体における給付加価値；  

を，それぞれ表わすものとする。   

ここで注意を要することほ，うえで与え．た「取引行列表．」が，当該経済の現  

実の構造を組識的かつ細分化された形で把握するために考察された「記述上の  

工夫」（descriptive device）として理解されるべきだという認識である。しか  

しながら，投入・産出分析の意義は，「取引行列表」をただ単なる記述上のエ  

夫としてみるのにとどまらず，さらに，そこへ幾つかの強い仮定を導入するこ  

と紅よって，それから「投入係数表」，「逆行列表．」を導出し，・そ・れを「分析  

用具」（analyticaltool）紅変換した点に求められる0導入された仮定のうち，と  

くに注目すべき重要な仮定ほ．，次の3つであろう。   

仮定1．規模に関して収穫不変   

仮定2．等盈曲面の凸性   

仮定3．投入係数の画定性  

そ－こで，いまこれらの強い仮定を認めるならば，すでに指摘した（ii）の「投  

入係数表」と（申i）の「逆行列表」ほ，容易に計算して求められ，またそれらが  

有効な分析上の用具としての機能を果たすこ．とになる。投入係数表および逆行  

列表を，うえで与えた具体例に．即して求めれば，次のようになる。   
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表2 投入係数表  ただし，のプ（去＝0，1，2；．グ＝1，2）ほ，去＝  

1，2ならば、雫り／弟；套＝0ならば仇グ／Ⅹブと  

して，それぞれ定義される。   

それゆえ，一・般的に投入係数α官タは．，第．タ  

部門の生産を1単位行なうにあたって必要  

とされる算よ部門からの直接的な投入恩を  

表わす。かくて，この投入係数をもとにし  

簡1部門1第2部門  

第1部門   

第2部門  

付加価値 α01  
」」  

て，より詳細な経済構造の分析が展開可能となる。21）   

さらに一層重要な意味をもつ投入。産出分折の試みは．22），単位当たり最終需  

要の変化紅よって誘発される直接・間接の波及効果を要約表示する「逆行列表」  

によって補強されるものとする。表3ほ，さきの例に．対応した逆行列表を示し  

たものである。   

ただし，∂官プ（∠，グ＝1，2）は，レオンチェフの  

逆行列すなわち，（′－A）‾1における第左行  

第．グ列の要素である。231それゆえ，一・般的に 

あプは，欝柁β門の生産物1単位を最終需要と  

して謝達するのに伴なって必要とされる直  

表3 逆行列表  

‥ 

l．・．ご・二‥∴  

寛1部門   

第2部門  

接的かつ間接的な訝部門の総産出還を表わ  

ペさ す。レオンチェフの逆行列は，線形数学の適用により，次のような慕級数とし  

21）この方向に．沿った研究として，A．Ghosh，“Input－OutputAnalysiswithSubstantially  

Independent GIOupS OfIndustris，’，（Econometrica Vol．28，1960），D．Simpson＆  

Jh Tsukui，＝The FundamentalstructureofIuput－Output Tables，AnInternational   

Comparison，”（The Review of Economics and Statistics Vol．47，1965）；H‖B   

Chenery＆TWatanabe，“InternationalComparisons ofthe Structureof Produc・   

tion，”（Econometrica Vol．26，1958）などがある。  

22）逆行列表にもとづく研究としては，宮沢健一・，「地域経済の連関モデルとその適用」  
（調査月報，1965）；HYamada＆T．Ihara，“Input－OutputAnalysisofInterregional   

Repercussion，け（Papers＆proceedings of the Thir■d Far East Conference of the   

RegionalScience Association．Vol3，1967）などがある。  

23）この場合，投入係数行列収，〔’；；：；三…〕と表わされるので，それ相応するレオンチ  

ェフの逆行列（トA）一1は・〔三：；…；；〕となる0ただし，∂11＝  1－α22  

（1▼－α‖）（1－α22）－α12α21   
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でも表わされる。24）  

∫＋A十A2十A＄＋A4＋………・＝（′－A）ユ  

したがって，レオンチェフの逆行列とほ，各部門の生産物をそれぞれ1単位ず  

つ最終需要部門に．引き渡すことに．よって誘発される各部門ごとの総産出の拡大  

効果を各要素として含む行列のことであり，これは，また前節で述べた「乗数」  

概念の拡張として層解されるであろう。   

以上濫おいて，我々は，投入・産出分析の基本的な考え方を明らかにした0  

そこで，とく紅強調した点は，ある技術的な仮定の導入に・よって「取引行列表」  

を「投入係数表」および「逆行列表」に変換しうるということ，さらにまたを  

れ把．よって，より詳細な経済構造の分析が可儲に・なるという認識であった0そ  

れゆえ，かかる投入・産出モデルの適用にあたっては，そこに導入されている  

技術的な仮定についての注意深い考案がとくに要請されてこくる。そこ・で，次に 

すでに．与えた3、つの仮定について，それのもつ意味を逐次検討してみよう0   

第1の仮定ほ，「規模に関して収穫不変」という仮定で，これは，生産関数   

が1次同次の性格をそなえてこいるというこ．とと同じである。2のこれを我々の  

例に即していえば，各部門別生産関数は，次のように表わされるo   

Xl＝帆卜慧，意，意），  

，一覧）．   11－ご．1J（、  ．方12    ∬22  

〃12 ， α22  

ただし，几鶴％（A，β，C）とは，A，β，Cのうち最小のものを表わすものとする。し  

たがって，各投入要素をt倍すれば，各部門別総産出屈．もt倍になることによ  

り，1次同次性が容易に．確かめられる。   

第2の仮定ほ，等患曲面の凸性という仮定で，これは，一・般化された収穫逓  

減の法則を意味するが，投入・産出モデルでほ特殊な形態をとっている。すな  

α21  〃12  

∂12   

（1－α11）（1－α22）－α12（Z21  1－α11）（1－α22）－α12α21  

として求められる  ∂22＝T  
（1一α11）（1－α22）一α12α21  

24）行列Aの茶級数が収束するのは，行列AのNoI－m紅よっで規定される。詳細について   
は，たとえば，G．Hadley．“Linear Algebra”，pp。116－119を参周。  

25）J‖M。Henderson＆RE‖Quandt”“Microeconomic Theoryり（2nd edition），   

Pい79，ppい87－88参照。   
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わち，2財の生産要素についてのみ言及すれば，それは等量曲線が直角のコー  

ナ・－をもったものとして措けることを意味してし、る。言い換えれば，これは，  

代替の弾力性がつねに零であるということである。26）すなわち，代替の弾力性  

をα，各生産要素の限界生産力を砺り．廊2ブ（メ＝1．2）として表わすならば，  

）（監）d（莞・－－）  
＝ 0  

、  

∬2J  

・鴛り  

、tJノニー  

瓦蚕戸27  

′／／りょ  

を意味している。   

算3の仮定は，投入係数の固定性であった。投入・産出モデルの評価紅つい  

て，これまでになされたその大半の議論は，もっぱらこ．の仮定に集中していた  

ように思おれる。したがって，またそれに．対する反論も隋所でなされているの  

で，ここでは立ち入った議論をする必要はないであろう。27）ただ，その仮定に  

係わる見解を，次のように分類するのほ．，議論を整理する意味で有益だと思わ  

れる。  

i）理論的には大いに．疑問があるが，分析の第1次接近としてはまずその  

程度でもやむをえないとする見方。  

ii）理論的基礎ほともかくとして，経験的・統計的にははは実証されるか  

ら，その仮定は容認されるという見方。  

iii）理論的に．も固定係数の意味が論証的に明らかに．されるから，むしろ積  

極的に．その仮定が容認されるとする見方。   

上記3つの見解の序列は，第3の仮定の容認の程度にもとづいている。した  

がって，第3の見解はそ・のなかで最も寛容的なものと判断されるがその理論的  

26）代替の弾力性についてほ，K．Arrow，H．BChenery，BMinhas，and R”M・   

Solow，＝Capital－Labor Substitution and Economic EfficiencyりThe Review of   

Economics and Statistics，Vol．431961）pp．228－232参照。この論文では1次同次   

の生産関数の範囲のなかで，代替の弾力性の固定した値を指標に．した，より包括的な生   

産関数を展開している。  
27）たとえば，W．Isard，“Methods of RegionalAIlalysis”，pp．338－343参照。   
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基礎は，いわゆる「代替定‡乳」（Theorem on Substitution）28）におかれている。   

いま，投入・産出モデルの基礎にある，上記3つの技術的仮定を幾何学的に 

表わせば，次の図2のようになるであろう。  

図2 投入・産出モデルの技術的仮定   

産出克   

要約しよう。いかなるモデルといえども，すべてある仮定のうえに成り立っ  

ている。もし，そのモデルから導出された結論が，現実の動向と照応しないな  

らほ，なによりもまず，そのモデルの前提条件（すなわち，仮定）に．対する十  

分な検討が要請される。これまでになされた投入・産出モデルの適用ほ，実に 

広範囲に及んでいるが29），それらすべての適用がすでに検討した強い技術的仮  

定のもとでなされていることに留意すべきである。レかし，また同時に，これ  

らの仮定の導入に．よって，投入・産出分析が，はじめて体系的に，かつ操作上  

の利点を伴なってなされうるという認識も忘れてほならない。  

ⅠⅠⅠ  

ある特定地域の経済分析を試みる場合，その主たる関心事は，ある自律的諸  

28）Samuelson，Kookmans，AIrOW，Georgescu－Roegen，Ⅹlein等による業績である。   
その詳細についでほ，Koopman（ed．），“ActivityAnalysis〃，：森島通夫，「産業連関   

論入門」を参照されたい。  
29）投入・産出分析の文献資料の1部を，最後に．補足資料として掲げている。この資料は．，   
RegionalScience605（DrMiller）のReadingAssignment紅負っている。   
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カによる経済的インパクトが，当該地域の各諸部門，ひいてはその地域全域  

に，果していかなる影響を与えるかという点に求められよう。したがって，も  

しも当該地域の経済構造に関する正しい知識が利用可儲であれば，その効果を  

予測する研究が著しく促進されることは容易に理解されるであろう。しかし，  

問題は，いかに．して当該＼地域の地域的特性を反映する経済構造を把握するかと  

いうことである。   

これまでに作成された「地域間投入・産出表」ほ，全国ペースでは成しえな  

かった地域どとの特性を把握するための試みとして高く評価されるぺきであろ  

うが，実際上の作成にあたって，その大半ほ全国表から求められた投入係数表  

にその基礎をおいている，という点で大きな問題を含んでいた。30）全国表から  

当該地域の投入・産出表を作成する場合の－・般的な手続は，次のようにして進  

められた。まず最初の手順ほ，分析を試みようとする特定地域における各産業  

部門別の総産出額を推計することであった。次に，かくして得られた当該地域の  

各部門別総産出額の数値紅，全国表の投入係数が乗ぜられ，その結果が当該地  

域の投入・産出表の各マス目に記入された。叫   

こ．のようにして求められた当該地域の投人・産出表は，いうまでもなく当該  

地域の投入構造が，全国的な投入構造のパターンと同じであるという想定のう  

えに成り立っている。したがって－，このようにして作成された投入・産出表に 

もとづく当該地域の経済分析は，かなり大幅な制約を受けたものになちぎるを  

えない。地域内またほ地域間の財貨移動を全国べ」－スの係数から導出した人々  

が，この大きな制約条件に全然気付いていなかったわけでほない。むしろ，地  

域ベースのデー・タ－とりわけ，地域間の正確な財貨移動鼠を示すデーターがそ  

の当時，利用不可能であったがために，敢えてこのような簡便法に．たよらざる  

を得なかったというべきであろう。   

全国ペ－スの投入係数表を用いて，当該＼地域の投入・産出表を作成する場合  

生ずる大きな問題ほ，地域ごと紅異なるいわゆる“industry－mix”と“product－  

mix”の変動をどう取り扱うかという問題である。もし全国ベースの投入係数  

30）このパラグラフ，およびそれに．引き続く数パラグラフの記述についてほ，MieI・nyk，   

Op．Cit．，pp。66－69に負うところが多い。  

31）つまり，当該地域の各部門別総産出額を別途推計し，その各産業部門間への配分の   

際全国べ－スの投入係数表を利用するという方式である。   
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表が非常紅細かい形で利用可能ならば，この問題もかなりの程度解消されるで  

あろうけれども，しかしその場合でさえも完全に解決されるわけではない。な  

ぜなら，問題の所在を（きつめれば，それが「産業分類の問題」，言い換えれば，  

「集計の問題」と密接に．関係しているからである。   

地域投入・産出分析における重要な前進は，モーアとピーターセンがユタ地  

域の投入・産出表を完成させたことによってもたらされた。彼等ほ，アイザー 

ドの手順に従がって，すでに公表された統計資料から，彼等の取引行列表匹・含  

まれるべき26産業部門別の総産出額の数値を推計した。次に，各産業部門間の  
●●●●●● 

●● 相互取引額を決めるに．あたり，まずその欝1次接近として，全国べ－スの投入  
係数表を利用した。さらに，彼等ほ，これに引き続いてその次のステップとし  

て当該地域固有の生産構造なり，市場販売実績なり，さらにまた糾productmix”  

なりを勘案して，すでに．第1次接近として求めた各部門ごとの横行と縦列の各  

推計値に修正を施した。この修正のもとに．なった資料としては，まず個別企業  

について彼等が入手したすべての情報に加えて生産技術的なデータや，さらに  

また雇用患および所得のデータをもとに．して新たに試算した各種推計値などが  

あげられる。このように，全国ペ－スの投入係数に修正を加えて利用するとい  

う試みは，．ユタ地域の場合については実現可能であったが，もしこの方法を・それ  

以外の地域－たとえば，もっと広範な地域でしかも人口密度の高い地域一  

に．適用したとすれば，かなりの経費が予想されることも留意すべき点の1つで  

あろう。   

しかし，いずれに．せよ，モーア・ピL－ターセンの研究は，その後の地域研究  

者達に．対する1つの模範となったことは事実であり，その意懐で，地域の投入・  

産出分析に．おける大きな前進を画したものと評価すべきであろう。32）   

地域投入・産出モデルの遂行における次の大きな前進は，ハL－・シュのセント・  

32）彼等軋地域モデルの導出について，従来全国べ－スの投入係数を未調整のまま利   

用していた方式紅修正を加えたばかりでなく，当該地域の所得乗数および雇用乗数の概   
念の発展に．も孟献した。詳細紅つい1｛：は，F．T．MooreandJ．WPetersen，“Regional   
Analysis：AnInterindustryModelofUtah＝，TheReviewofEconomicsand Statisti－   

CS，（VoIL 37，1955）参照。   
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ルイス地域の研究に．よってもたらされた。38）そのなかで，投入・産出分析ほ，  

セント・ルイス地域におけるより大規模な経済調査の－・部として用いられた。  

ハーーレ ユ．は，まず，従来の方式に．従って，公表された資料をもと軋し七各産業  

部門別の総産出額の数値をほじめ，その他「調整用の総額」（cantroltotal）を  

推計した。しかしながら，彼は各産業部門間の相互取引額を求める場合，全国  

べ－・スの投入係数表を修正してこれらの調整用総額に．適用するという従来の  

方式をとらず，それに代わるものとしで，セント・ルイス地域で操業している  

大規模および中規模め会社について，直接的にその投入・産出データを求める  

という方式を採用した。これらの各会社ほ，その重要な役職の1人を，3ケ月  

間こ．の研究の調査員解．協力するべく指示を与えた。各会社ほ，1955年における  

その会社自身の投入・産出表を用意した。この研究の参加者に対しては，統－ 

した報薯を得るぺく，口頭ならびに文書の形で注意深い指示が与えられた。も  

しある産業部門について，ごく1部の企業のみしかこの調査対象紅含まれてい  

ない場合にほ，雇用量のデータをもとにして，その標本の結果を増大させるべ  

く修正が施された。かくして，各産業部門間の相互取引額が求められると，そ  

れらの集計額が公表されているデータから求められた調整用総額と比較され，  

もし不一L致がみられる場合には，必要な再調整が試みられた。こ．のようにして  

求められたセント・ルイス地域の各産業部門間取引行列表ほ，当該地域内の各  

産業部門間フロー、ばかりでな′く，地域内移入および地域外移出のフロL－を含む  

「くの字」型のものとなっている。84）   

ノ＼－シュ紅よって採用された方法は，経費が高くつくばかりでなく，時間も  

33）W。Z，．HirSCh，“InterindustryRelations of A Metropolitan Area，，．TheReview of   
Fconomics and Statistics．（Vol．41，1959）参照。  

34）言い換えればセント・ルイス地域の各産業部門間取引表は，次の3つの表から成り   

立っている。  
i）左上隅に記載された。当該地域円での各産業部門別販売額を表わす地域内取引行  
列（localmatIix） 

ii）右上隅に．記載された，当該地域内から地域外への販売額を表わす移出行列（export  
matIix） 
iii）左下隅に記載された，当該地域外から地域内への販売額を表わす移入行列  
（impoIt matrix）   
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かかるものではあったが，他の推計技術とくらぺて，その方法の優越性に．疑い  

を差しほさむ余地はないであろう。ハーシュが彼の研究成果を発表する時点以  

前に．なされてきた，地域の投入・産出分析に対する主要な批判の1つは，地域  

ベースの場に．おいて，全国べL－スの係数を用いて：いるという点であった。これ  

に．対して，ノ＼－・シュは基礎的地域べ－スのデータを直接用いることによって，  

この批判を回避した。しかし，我々は，ハー・シュの試みたセント・ルイス地域  

に．おける精度の高い投入係数表が，比較的高い経費を支払った結果もたらされ  

たものである点を確認しておく必要があろう。   

モー・ア・ピーターセンおよびハー・シュ．の研究以来，特定地城の投入・産出分  

析の分野で，全国ペースの投入係数を直接用いる方法は非常に少なくなった。  

その大きな理由の1つに，1950年代の後半段階でほ，1947年の全国べ－．スの投  

入係数は大幅な修正を加えなければ使用に・耐え得ないという一・般的な認識が指  

摘されよう。したがって－，それ以後になされた研究のうち，あるものは，特定  

地域に．ついての調整用総額に，修正した全国ペ、－・スの係数を適用するというモ  

ーア・ピーターセン流の方法を採用しており，そうでないものは，直接的に．特  

定地域の各産業部門間の相互取引額を調査推計するというハーシュ流のカ法を  

採用している。e5）   

さて，ハーーシュは．，新しく作成したセント・ルイス地域の投入・産出表にも  

とづいて，「所得乗数」および「雇用乗数」を導出した。なぜなら，これら2  

つの乗数が，いずれも，最終需要の変化によって引き起こされる当該磯城へのイ  

ンパクトを評価する強力な用具たりうると考え．られたからである。以下におい  

て，我々ほ，ハーシュに・よって試みられた，投入・産出表から導出される部門  

間乗数の概念について検討してみよう。   

部門間波及の乗数を導出する手順は，次のとおりである。まず第1の手順ほ，  

各産業部門間の相互取引額を記入した基本表を，家計部門について閉じること  

である。36）その目的ほ，当該地域における家計部門の新しい所得形成によって引  

35）この後者の方法にもとづく研究としては，たとえば，コロラド川流域の研究がある。   
Miernyk．opcit，pp小62－63参照。  

36）すなわち，「家計部門」を内生化することである。   
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表4 セント・ルイス地域における所得の相互作用，19請年 

（資料出所）WZ。Hirsch，”工nterindustry Relationsofa Metropolitan Area，＝The  

ReviewofEconomlCSandStatistics，Vol41（November1959），p〃365 
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き起こされるその地域の乗数効果を具体的数値によって把握することにある。  

つぎ紅，第2の手順は，家計部門が内生化された新しい体系のなかで，単位当  

たり最終需要の増加に伴なって誘発される直接および間接の波及効果を計測す  

ることである。ハ－レユ．紅よって求められた「■所得乗数」ほ， 2つのタイプに 

分類されるが，その詳細は，次の表4に要約されている。以下これについて，  

償次説明しよう。   

表4の欝1列に．は，家計部門を内生化した投入係数表（以下，この投入係数行  

列を，Aね で表わすものとする）における家計部門の横行に現われる各係数が  

記入されている。欝2列には，この投入係数行列，A乃，における家計部門の横  

行の各係数と，家計部門を内生化していないもとの投入係数表（以下これを，  

Aで表わすものとする）に対応した逆行列表（すなわち，（′－』）‾1として－表わ  

される）の縦列の各要素との積和37）が各産業部門ごとに求められ，その各計算  

結果が記入されている。つぎに，第3列は，第2列と第1列との各要素の差を  

表わしている。かくて，これらの計算結果から，ハーシュが「■モデルI」と  

よぷところの最初の乗数が求められ，その各数値が欝4列に表わされてい  

る。「モデルI」の乗数とは，第2列の各要素を第1列の対応した各要素で除  

したものを指している。以上のことから明らかなよう紅，モデルⅠの乗数では，  

内生化されたすべての産業部門紅おける生産を1単位増加させることによって  

生ずる直接および間接のル－トを経て形成される所得の変化が考慮されてい  

る。別の見方をすれば，モデルⅠの乗数では，新しいプラントおよびエ場施設  

の新設に対して，消費支出のパタ－ンも，また投資支出のパター・ンも何らの影  

響を受けないものとの想定がなされていると言い換えることができよう。かか  

る意味において，モデルⅠの所得乗数ほ．，各産業部門間の間接的波及効果を考  

慮しているとほいえ，やほ．り「単純所得乗数」とよぶぺき乗数概念の域を出て  

いない。   

そこで，つぎに消費支出の影響を明示的に考慮した，「モデルⅠI」とハ－シ ュ  

37）4九の家計部門に．対応する行ベクトルと，（トA）‾1の各列ベクトルとの内積（inneI   

pIduct）を計辞することに．他ならない。ただし，Aゐほ，家計部門を含んでいるので，   

A九の行ベクトルのうち，家新部門の縦列に対応する要素は，内借を求める際，無視さ   

れることに．なる。   
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がよぶ第2のタイプの所得乗数を，検討してみよう。その計静手順は，次のと  

おりである。表4の第5列は，家計部門を内生化した場合に対応した逆行列表  

（すなわち，（トA乃）－1）に．おける家討部門の横行の各要素を，それぞれ表わし  

たものである。8竿）・こ．うして求められた第5列の各要素マイナ・ス第2列の各要素  

が第6列に記入され，この節6列の各要素プラス第3列の各要素が第7列に記  

入されている。したがって，最終的には，「モデルⅠI」とよばれる第2の所得  

乗数が求められ，その結果が，第8列に．表わされている。「モデルⅠⅠ．」の乗数  

とは，第5列の各要素を第1列の対応した各要素で除したもの軋他ならない。  

それゆえ，第2のタイプの所得乗数ほ，投入・産出モデルによって示された直接・  

間接の波及効果紅加．えて，さらに消費支出のパターンに・よって－影響を受ける所  

得の誘発された変化分をも考慮しているという意味で，最初の「単純所得乗数」  

よりもー層現実的な尺度であると考えることができる。かくて，名産業部門ごと  

に，第2のタイプの所得乗数が第1のタイプの所得乗数を数鼠的に・凌駕してい  

ることのもつ意味は，容易に判明されるであろう。   

さて，以上の説明により，ハーシュの計測した所得乗数の意味は明らかにな  

ったと思う。まず，それは，たとえ経済の各産業部門が同じ額だけの生産規模  

を拡大したとしても，経済の各部門によってもたらされる所得の額はそれぞれ  

異なったものとなるこ・とを・具体的数値によって示して小る0その場合，最初の  

タイプの所得乗数では，与え．られた生産額め変化によって生ずる直接・間接の  

所得への波及効果にのみ考察が限定されていたのに対比して，第2のタイプの  

所得乗数でほ，生産と所得との関係について，各産業部門間の相互依存による  

波及効果ばかりでなく，さらたまた消費支出を通ずる波及過程をも明示的に考  

慮した所得への波及効果が考察されている。一腰的紅いって，ある地域内にお  

ける経済各部門の相互依存度が高くなればなる程（別の言い方をすれば，地域  

外からの移入依存度が低くなればなる程），最終需要の変化による直接的な所得  

38）それゆえ，んの家計部門に対応した縦列の各要素ほ，いわば「各部門別消費係数」   

とよぶぺきものにあたり，（トA九）‾叱よって，波及過程に・おける消費支出のパタ－ソが   

明示的に．考慮されることに・なる。   
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の変化分は，大きなものとなるであろう。＄9）したがって，このことから，全国  

ペースの所得乗数は，その構成地域の所得乗数に．比して大きくなるものと考え  

られる。しかしながら，ここで注意を要するこ．とほ，直接的な所得の変化が大  

きいということは，必ずしもより大きな所得乗数を意味していないというこ・と  

である。40）   

所得乗数を計測する紅あたってほ，技術的な問題が幾つか存在する。41）その  

なかでも，とくに地域の投入・産出分析によって導出される経験的な所得乗数  

の概念には，当該地域における消費支出のバク－ンをいかにして求めるかとい  

う問題がつねに随伴する。事実，ノ＼－シ．ユほ，彼の第2のタイプの所得乗数の討  

測にあたってほ，「消費支出の変化が所得の変化に・比例する」という想定を導入  

した。この想定が，具体的に計測された所得乗数を適用する際，制約条件とな  

ることほいうまでもない。ノ＼－シ ユ自身もこの点軋十分注意を払っており，彼  

の計測した最終需要の変化に・よって生ずる所得効果の乗数が，幾分過大評価匿 

なっていると指摘している。49）この想定のゆえに，ハーン．ユ の研究を批判する  

ことは，彼の研究に．対∵する重大な批判とは成り得ないであろう。なぜなら，そ  

の批判に対しては，代替的な消費関数の導入によって，別途解決可能なものと  

判断されるからである。   

我々ほ，彼の想定した消費行動の基本的仮定のゆえ．にのみ，地域の投入・産   

39）直接的な所得効果紅差異があらわれる理由とレて－，ハ－レユ・は，次の4点を指摘し   
ている。i）相対的な賃金水準の違い，ii）労働集約度の違い，iii）労働生産性の違い，iv）   
移入された投入財の相対的患要皮の違い0そのなかでもとくに披はiv）を強調している。   
wHirsch，Op．Cit，pp363－364参照。  
40）ハ一Vユほ，セントルイス地域の実証分析に・より，次のような興味深いfactfindings   
を得ている。その算1は，直接的な所得創出の効果が高い部門は，相対的に低い所得乗   
数効果をもっているという逆の関取である。この点紅ついては，表4の第1列と繹8列   

との比較紅よって確められる。第2は，所得乗数と対比して，直接的な雇用効果の高い   
部門は，間接的な雇用効果もまた同様に高いという関係である。第3は・，この点と関連   
して，溶接的な雇用の変化と雇用乗数との間には，算1のような有意な関係を見由し得   
なかったという指摘である。最後に・，移出のパターーンについてほ，各部門について著し   

い差異があると述べている。WlHirschlOpCitl，ppr365－368参照。  

41）乗数に係わる技術的な問題の∵般的検討に、ついては，たとえば，WlIsardlOplCith，   

pp194－198参照。  
42）WHirschopCit，P364参照。   
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出モデル紅もとづく部門間所得乗数の制約条件を誇張すべきではない。なぜな  

ら，多くの分析目的に．照らし合わせて，経済全体（economy as a whole）に．の  

み言及する高度紅集封された乗数概念よりも，彼の計測した乗数概念の方が，叫 

層有効なものであり，かつ啓発的な意味をもっていると判断されるからである。  

ⅠⅤ  

ここで，我々が「アイザード・キューンの方法」とよぶものほ．，ニューヨL－  

ク・フィラデルフィア地域に．対する鉄鋼企業の進出の結果，当該地域払おいて  

予想される総雇用量を予測するために，アイザード・キューンが開発した「雇用  

乗数」を罰測するそ′の方法を指している。これを，計算手続としてみれば，そ  

の方法は，最終需要部門への単位当たり販売額に伴なって生ずる直接・間接の  

波及効果を計測するため，従来行なわれていた1つの方法である「繰り返し法」  

（iterative method）に㌧基本的にもとづいて＼、る。   

アイザー・ド・キュー・ンの研究において，その分析の主眼は，当該地域に．おけ  

る新規産業の立地に伴なういわゆる「集積効果」（agglomerationeffect）を具  

体的紅計測するこ．とであった。彼等は，その論文のなかで，次のように．述べて  

いる。43）   

『この論文の目的は，立地論のより堅実な諸要素に，修正を加えた地域内投  

入・産出分折の図式をつなぐことによつて，集積およびすべての経済活動の広  

範囲にわたる空間的な群生の理論を少なからず発展させること把．ある。これを  

異なった観点からみれば，我々はイン㌧ぺクトの研究を意図しているのであり，  

そのなかで，ある地城における基礎的産業の立地が誘発する，直接および間接  

の汲及効果が計測されるのである。』   

この文脈に沿って，まず，アイザード・キュ」－ンの分析に．おける第1段階は，  

当該地域のある特性をもった，他の地域における同じような基礎産業の進出地  

点を核として，その周辺紅形成される各事業所等の集積状況を分析するという  

事例研究により，大まかな集積効果を計測することであっ∵た。第2の課題は，  

43）WIsard＆ R．E‖Kuenne。“TheImpact of Steelupon the Greater New   
york・Phi王adeiphiaIndustrialRegion”，The Reviewof Ecomomics and Statistics，   

Vol35（1953）P“289より引用。   
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新規産業部門の進出により当然予想される市場の変化を通じて引き起上され  

る，新地域と旧地域との間に．生じる生産のレフトを推計することであった。こ  

れ紅引き継ぎ，新規基礎産業の立地に随伴してその周辺に．形成されるであろう  

「衛星産業」（satelliteindustries）に／ついての各部門別雇用畠の推釘が試み  

られた。441こ．こまでの分析の基礎は，立地論と専門家の提供した情報に対する  

主観的判断に大きく依存している。   

さて，次の課題は，当該機域における生産活動が要請する各産業部門別必要  

投入額の明細を推訂することであった。これほ，基礎産業の生産活動砿．よって  

必要となる投入額ばかりでなく，さらにその基礎産業の進出に．よって誘発され，  

そ・の周辺に．立地するであろう「衛星産業」の必要投入額をも加えた総必要投入  

額から成り立っている。彼等の研究のなかで，投入・産出分析が導入されたの  

は，まさにこ．の点に対してであった。彼等は，これに．関連して，次のように述  

べている。45）   

『我々は，この研究を企画するに．あたり，伝統的な投入・産出表に対して，  

重要な修正を加えることにした。すなわち地域の分析紅おいては，新しい所得  

の形成が誘発する地域的な乗数効果を把握することが重要となるので，家計部  

門を1つの内生部門として構造行列のなかへ組み込むことを試みた。したがっ  

て，新しい経済活動に伴なって－要請される労働およびその他家計部門によるサ  

ービス投入が明示的に．記録されることに．なる。』46）   

かくて，この家計部門を内生化した新しい投入・産出表から導出される投入  

係数表の各係数に，別途推計した雇用鼠から導出される期待産出額が乗ぜら  

れ，その結果を基礎産業部門とその衛星部門について加え合わせて，初期の鉄  

鋼および鉄鋼関連部門の生産活動に．よって．要請される必要総投入額が求められ  

た。4－7）その各計測結果が，表5の第1列に記入されている。つぎの課題は，この  

各産業部門別の必要総投入額のうち，当該地域内の生産活動によって調達すべ  

き比率（いわば「自他域内調達比率」とよぶべきもの）を推定することであっ   

44）WIsard＆R．EKuenne．opcit，pp小291－295参風。  

45）WIsard＆R．E．Kuenne．op．cit，，pい296参照。  

46）家計部門に関して，モデルを閉じることであり，この点紅ついて，すでに説明した   

ハーーシュの方法は，こ．のアイザ・－ド・キュ・－ンの方法を踏襲しているといえる。  

47）一顧的に，寛之行算グ列の投入係数をαり，鉄鋼部門の雇用嶺より期待される同部門   
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た。その具体的数値が，同じく表5の欝2列に記入されているが，その推定に 

あたって－，アイザード・キュー・ンほ， ここでもまた，立地論と，専門家の提供  

した情報による判断に大きく依存している。   

ただ，この「白地域内調達比率」に．ついて，付言すべきことが1つある。それ  

は，アイダード・キューンの推定では，不確実性の条件下紅あって，可及的紅  

安定した基底となるべき考慮を払って「■最小．」（Minimum）におさえて：V、ると  

いう点である。このことは，すで紅説明した叙述，すなわち，「＼白地域内調達  

比率．」の決定に．ついてニ，直接的に．ほ．立地論の示唆する内容に依存するばかりで  

なく，すでに蓄積された生産藍のデータや消費支出のデータ，さら軋また，当  

該地域内外に流入・流出する財貨フローのデータに．も依存するが最終的には，  

専門家による判断に徹らざるを得なかったということ，したがって，それによ  

りかなり多くの主観的判断が介入せざるを得なかったということを考慮すれ  

ば，新規産業の進出によるインパクトの効果を「最小」紅おさえて－，より確か  

な推定値を得るという考え方は，少なくとも誤まった判断をおかす危険を最小  

にするという意味で，好ましいものと判断されるであろう。  

こうして求められた表5の第2列に記入されている最小百分比が，欝1列の  

対応した各要素に．適用され，その結果が，当該地域に、おける各産業部門どとの  

第1回目の派生需要効果として，算3列に表わされている。これは，鉄鋼およ  

び鉄鋼関連部門が当該地域内に．おいて正常な操業を継持するのに伴なって要請  

される派生需要効果に他ならない。ここで注意を要することは，表5の第3列  

に表わされている鉄鋼および鉄鋼関連部門紅おける派生需要効果は，最初に両  

部門の設立を予想した際になされた両部門紅対する需要額を上廻った需要を反  

映しているということである。48）言い換えれば，これらの産業部門は，当初予  

定された生産能力を上廻る生産活動を行なわざるを得なくなるということであ  

る。   

の総生産額をギ，同様に戯銅関連部門の雇用意より期待される同部門の総生産額をギ   
で表わすものとすれは，両部門紅よる第∠部門からの必要絶技入叡は，  

∑（裾野＋鋤裾）として表わされる。 ま  

48）W．Isard＆R．E．Kuenne，Op．Cit，P297参照。   
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表5 鉄鋼部門の新設に伴なう直接・間接の波及効果  

ー。9∂－  

（資料出所）W。Isard and R，E．Xnenne，“theImpactofSteeluponthe GreaterNew  
York－PhiladelphiaInbustrialRegion，The Review of Economics and  
Statistics，Vol。35（November1953），P．，299   
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158，769   
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このような追加需要の派生効果が，各回ごとにト求められ，その総額が第7列に 

表わされている。たとえば，第4列に記入された，当該地域紅おける第2回目  

の派生需要効果を求める手続きを説明すれば，次のとおりである。まず第3列  

に．記入されている各部門別の派生需要額に，投入係数行列の任意の横行にあら  

われる対応した各要素が乗ぜられ，その総和（すなわち，各部門別の必要投入  

額）が求められる。ついで，その総和に第2列の対応した各要素が乗ぜられ，  

その結果（すなわち，当該機域内の生産紅よって調達される各部門別生産額）  

が，第4列の各要素として，それぞれ記入されている。この場合，各回ごとに1  

より小の定数が乗ぜられる結果，こ．の練り返し法によ．る均衡解への収束の速度  

は，非常に速いものとなっている。49）このように．して，各回ごとの間接的な派  

生需要の効果が計算された後で，その計算結果が各部門別に加算され，「当該  

地域における派生需要効果の総額」として，第6列に記入された。   

ついで，家計部門を除く各産業部門どとに，1947年における従業員1人当た  

りの産出額のデータをもとにした新規雇用鼠のおおまかな推計が，うえで求め  

た派生需要効果の綺額（第6列）に．対応して試みられ，その結果が，第7列に  

表わされている。要するに，アイザ、－ド・キューンほ，繰り返し法による派生  

需要の総効果をもとにして，いわゆる「雇用乗数」（employmentmultiplier）  

なる概念の具体的計測を試みたわけである。彼等の計測結果は，次のように要  

約されよう。   

まず，ニュー・ヨ、－ク・フィラデルフィア地域払おける新しい鉄鋼所の進出は  

，約11，700名の労働者を雇用することになる。集積効果としては，鉄鋼関連部  

門の周辺立地を誘発し，それに伴尭う追加雇用鼠ほ．，約77，000名に及ぶものと  
●●●  

考えられる。したがって，鉄鋼部門の進出に．よる直接的な結果として，当該地  

域に対し，約88，700名の新しい雇用機会が提供されることになる。さらにまた，  

●●● 雇用乗数を判断の素材として，鉄鋼部門の進出による間接的な派及効果を考慮  
すれば，さら紅70，000名の新しい雇用機会が当該地域紅対して生み出されるも  

のと考えられる。したがって，当該地域に対して与える総雇用のインパクトは，  

49）アイザ一－ド・キュ－・ンの計罫ではJ最初の6回までの繰り返し法に．よる各計算結果   

の合計に．，残余の尊純な外挿結果を加えて，その均衡解を求めている。WいIsaI・d＆・R 
EいKuenne，Op．，Cit，P．297参照。   
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約158，700名に及ぶものと推計された。   

以上において，我々は，アイゲ・－ド・キュL－・ン匿よって試みられた，ある特  

定地域における新しい基礎産業の立地によって誘発される総雇用鼠のインパク  

トを計測すべき方法を検討してきた。もとより，′不十分な箇所は，容易に指摘  

できよう。たとえ．ば，現実問題として，ある特定地域内の経済漕動がその地域  

外からの需要砿よって活発化しうる可能性があるにも拘らず，・その効果（いわ  

ゆる，地域間の“Feedback effect”）が完全に蘭祝されていること50）があげら  

れよう。さらにまた，特定地域の必要投入額および雇用恩を計測するのに，全  

国べ1－スの諸係数が採用されていることも指摘されよう。しかし，前者につい  

てほ，地域間のfeedback効果を数藍化しうるべき「地域間投入・産出モデル」  

が研究当時にあっては利用不可能であったこと，したがってその間接的な拡大  

効果は無視せざるを得なかったことを忘れてほならないし，また後者に．ついて  

も，′その要求を満たすべき適当な諸係数が他紅存在しなかったということも忘  

れてはならない。改良された集積効果の分析や地域開発の分析に対して彼等が  

傾注した研究努力は．，純理論の研鎖にのみ求められるものでほ．ない。むしろそ  

れほ，あたかも水面に落とされた一滴の墨汁が時間的かつ空間的に描く現実的  

そな模様を，多様な理論の糸と現存資料の糸とをいかに巧みに．織り成して，そ  

の再生可能な領域を拡げるか，－その未知の分野に対する一L挑戦として，受  

けとめるべきではなかろうか。  

（1971年11月28日）  

申）我々の研究は，この効果を明示的に・取り扱ったものである。その詳細紅ついては，たと   
えば，H。Yamada＆T．．Ihara．＝Input・OutputAnalysisofInterregionalRepercussion：，   

Papers and Proceedings of the Third FarEastConferenceoftheRegionalScience   

Association，Volり3（1963）を参照されたい。なお，このFeedback効果について，R．   

E．MilleI■は，ある仮設的な実験結果にもとづき，むしろ消極的な見解を表明している。   
たとえば，R。EMiller．＝InterregionalFeedbacksinInput・Output Models：Some   

ExperimentalResults”Western EconomicJournal，Vo17（Marchh1969），参照。   
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3h WIsard et al，A4ethodSqf RegionalAnalysis，（New York；Technology   

Press and Wiley，1960），Chapter8 

4WIsard and T．Langford，RegionalInbut－Out？ut Stud．y：Recollections，   

Re．flections，and Di－verse noies on the PhiladelPhia E坤erience，（Cambridge：   

The MhI。TPress，1971），Chaptersl，10and14 

（基礎的なもの）  

1”Hollis BhChenery and PaulGClark，Inierindustry Economics，（New York：   

Wiley，1959），ppり13－33，65－70，308－323 

2．C。S．Yan，Introduction to Znbut・Oui？uiEconomicS，（New York：Holt，   

Rinehart and Winston，1969），Chapter4 

3．R．Dorfman，PSamuelson and R”Solow，Linear Programming and Economic   

Ana（y・Sis，（New York：McGraw・Hill，1958），Chapter9andlO 

4．W．D。EvanS and M．HoffenbeIg，‘”TheInterindustry Relations Study for  

1947，”凡紺ねⅧ（リーガ以偶の矧－cぶα乃dぶね・才∠－S才去■（S，Vol，34（1952） 

5，WLeontief，The Struciure ofAmericanEconom．γ，1919－1939，（New York：   

0Ⅹford University Press，1951） 
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